
厚生労働科学研究費補助金「世帯構造の変化が社会保障に与える影響の分析研究」

研究報告書

「地域共生の場」における総合相談の内容と対応－相談記録データの分析から
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研究要旨

【目的】

 本稿では、Ａ県Ｂ市にある通所介護事業所Ｘにおける総合相談窓口に寄せられた相談内

容を分析した。対象や属性を区切らず幅広い相談に対応する総合相談の特徴を観察するこ

とで、地域における「共生の場」での「断らない相談窓口」や「伴走型支援」の在り方を

検討するための素材を得ることが目的である。

【方法】

2019 年 4 月から 2020 年 2 月までの相談記録データを集計し、対象者属性、相談内容、

対応状況等についてその特徴を記述した。

【結果】

 相談記録の集計と分析からは、きわめて幅広い年齢層から、家族関係や仕事・職場のこ

となどを中心に多様な相談が持ち込まれていること、緊急性が高い相談や他機関への照会

が必要とされるような相談の数はごくわずかで、傾聴による対応が相談支援の基本となっ

ていること、受け付けた相談の 99.5%が「継続」ケースとなっているといった特徴がみら

れた。

【考察・結論】

「共生の場」での総合相談のポイントとして、①「場の開放」によって相談支援へのア

クセシビリティを高めること、②家族問題や仕事といった分野横断性や個別性の高いニー

ズの受け皿となること、③緊急性や深刻度は比較的低い相談に対して、傾聴による心理的

サポートを提供することが基本であること等が確認された。一方でシンプルな「終結」が

ない伴走型支援の特性から、「ケースの堆積」が生じやすく、相談体制の基盤整備が課題と

なる。

A．研究目的  
本稿では、分野を問わない「総合相談

窓口」に寄せられる相談内容とそれへの

対応の特徴について検討した。これらの

検討を通じて「地域共生の場」における

「断らない相談窓口」や「伴走型支援」

のあり方を考えるための素材を得るこ

とが研究の目的である。

具体的には、特定の介護事業所におけ

る 1 年間の相談記録データを分析し、総

合相談窓口にはどのような人々から、ど

のような相談が寄せられ、どのような対

応がとられているか、その特徴の一端を

明らかにしたい。

B．研究方法  
（１）分析の対象とする事業所の概要

 本研究の対象とした通所介護事業所

Ｘ（以下、「Ｘ」という）の事業構成は図

１の通りである。制度上のサービスとし

て①デイサービス（介護保険制度におけ

る通所介護及び障害者総合支援法にお
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ける日中一時支援）事業を行っている。

同時に制度外の独自サービスとして②

市民図書館、③フリースペースの貸し出

しを行っている。制度内・制度外にまた

がって④総合相談を同じ施設内で一体

的に提供している。また、総合相談の一

部には、市内の他団体との協働による⑤

アウトリーチ活動が含まれる。  
Ｘはデイサービスの利用者、図書館の

利用者、ボランティアや軽作業等の社会

的アクティベーションの場として利用

する人、フリースペースでイベントを主

催する人等、様々な関わり方ができる場

となっている。  
属性や福祉ニーズの有無を問わず多

様な地域住民が出入りするＸは地域に

おける「共生の場」 1のひとつの在り方

を体現する施設であるといえる。総合相

談においても、分野や対象者属性を区切

らず相談を受け付け、対応している。Ｘ

は近年の政策課題となっている「断らな

い相談」「伴走型支援」を先駆的に取り

組んでいる事業所であるといってよい。 
 なお、Ｘにおいて総合相談業務に当た

る職員の数は 2 名である。  
  
（２）分析の対象とするデータ  
 Ｘにおいて 2019 年 4 月から 2020 年

2 月までの間に入力された相談記録デ

ータを分析の対象とした。期間中の相談

記録の件数（個票数）は 878 件、実相談

人数は 172 人（団体等は除く）であった。 
なお本研究は属性を区切らない総合

相談の実態を探ることを目的としてい

ることから、対象が限定される制度上の

1 厚生労働省（2019）「地域共生社会にむけた包括的支援と多様な参加・協働の推

進に関する検討会（地域共生社会推進検討会）最終とりまとめ」p30 
民の身近な生活圏において相談支援を行う場を明示するなど）を講じること  
2 相談件数には、行政や他の専門機関等の団体からの相談も含まれている。実人数

と実世帯数は、相談者が団体等であるものを除いた数である。  

サービスに関する相談は分析の対象か

ら除外している。  
  
（３）分析の方法  

相談記録データの単純集計結果を記

述し、対象者属性、相談内容、対応状況

等についてその特徴を観察した。  
 

（倫理面への配慮）  
 国立社会保障・人口問題研究所の倫理

審査を受審した（IPSS-IBRA#19006）。 
 
 
C．研究結果  
（１）相談件数  
 期間中の相談記録件数は 878 件、相談

者の実人数は 172 名、実世帯数は 118 世

帯であった 2。  
月平均の相談件数は 79.8 件（中央値

76 件）で、1 日当たりの平均相談件数は

2.6 件である。曜日別にみると平均相談

件数が最も多いのは土曜日で 3.2 件、次

いで金曜日（3.1 件）、木曜日（3.0 件）

となっている。平均相談件数が最も少な

いのは日曜日（1.7 件）だった。  
 相談のうち 71.0%は営業時間内（9:00
～17:00）に寄せられているが、営業時

間外に入ってくる相談も 25.0%あった。 
 
（２）相談方法と応対時間  
 最も多い相談方法は「面談(来所)」で

46.5%、次いで「ショートメール，ＬＩ

ＮＥ」が 19.7%、「メール」が 14.5%「電

話」が 8.0%、「訪問」が 6.3%等となっ
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ている 3（図２）。  
相談１件あたりの応対時間の平均値

は 104 分（中央値 70 分、最大値 420 分、

最小値 2 分）であった 4。  
 
（３）相談者の属性  
 相談者の属性を見ると、性別では女性

が 60.3%、男性が 31.8%となっている。

平均年齢は 45.9 歳（中央値 48 歳、最年

長 92 歳、最年少 8 歳）である。また相

談者の住所は「市内」が 28.5%、「市外

かつ県内」が 2.3%、「県外」が 3.5%で

あった。  
 
（４）相談内容の特徴  

図３は相談内容については 21 項目に

分類して集計したものである  (複数選

択あり )。相談内容の分類で最も割合が

多かったのは「家族関係」で 16.4%、次

いで「心理的ケア」が 15.0%、「仕事・

職場」が 12.1%、「障害」が 9.5%、「保

育・子育て」が 8.7%等となっている。  
 Ｘでは寄せられた相談内容について

緊急度を以下の４段階で記録している。

傾聴対応で足りる場合は「１」、関係者

への報告が必要である場合は「２」、自

治体、社協、障害者支援センターなどに

報告・相談が必要である場合は「３」、

即時の介入等が必要である場合は「４」

である。これらについて集計したところ

「緊急度１」が 94.2%と大多数を占めた。

「緊急度 3」は 1.8%、「緊急度 3」は 0.9%、

「緊急度 4」は 0.1%と緊急性の高い相

談はごくわずかであった。  
相談者の要望種別（５分類・複数選択

あり）では「話しを聞いて欲しい」が全

3 「面談(来所)」は昼食・おやつ提供、ボランティアを含んでおり、予約の有無で

区別していない。「訪問」は本人宅（本人宅付近のカフェを含む）、他機関、イベン

ト先での相談対応を含んでいる。  
4 メール、ショートメール /LINE による相談への応対時間はデータの形式上、適切

な抽出が困難なため集計から除外した。  

体の 61.7%を占めた。また「その他」に

振り分けられたものが 34.7%見られた。

「その他」の具体的な内容としては「近

所の高齢者の安否を確認してほしい」

「施設の視察希望」「施設でのボランテ

ィア活動希望」「主催イベントへの招待

（団体から）」等があった。  
 
（５）対応の特徴  

相談者に対して行った対応について

集計したものが図４である。最も割合が

高かったのは「傾聴」で 74.0%、次いで

「その他」が 24.0%であった。「行政窓

口の照会」や「他機関窓口への照会」、

「直接支援」、「ケアの内容に関わる事

項」、「介護保険関係」はいずれも 1%未

満であった。  
今後も傾聴やケア等が必要な場合は

「継続」そうでない場合は「完了」に分

類して集計したところ、「継続」が 99.5%、

「完了」が 0.5%であった。  
 
D．考察  
 Ｘのような属性に関わらない多様な

人々が出入りする地域共生の場におけ

る総合相談の特徴として浮かび上がっ

たのは以下の点である。  
（１）「場」の開放による相談支援への

アクセシビリティ  
 相談方法の内訳が「面談（来所）」が

最も多い。上述の通りＸは図書館やフリ

ースペースを開放しており、また、ボラ

ンティアや軽作業といった社会的アク

ティベーションの場としての機能をも

っている。「面談（来所）」による相談の

多くは、そうした「場としての利用」と
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セットで持ち込まれていることが考え

られる。図書館やフリースペースとして

利用できる「場」の開放が、相談支援へ

のアクセシビリティを高めることにつ

ながっていることが考えられる。  
また、相談者の年齢層が極めて幅広い

ことも、様々な人が出入りできる「場」

を開放しているＸの総合相談の大きな

特徴であるといえる。  
（２）家族や仕事をめぐる課題への対応  
 相談内容分類では「家族関係」「心理

的ケア」「仕事・職場」等が上位にあが

っている。「家族まるごと」の支援は、

従来の分野ごとの縦割りの相談支援の

大きなウィークポイントであるといっ

てよい。また「仕事・職場のこと」につ

いても、就労支援の幅やメニューが少な

く、個々の多様な状況に合わせた対応が

難しいカテゴリであるといえる。集計結

果からは、Ｘはそうした縦割りの支援が

対応しにくいニーズの受け皿となって

いる可能性がみてとれる。  
（３）傾聴による心理的サポートを基調

とする相談支援  
 すでに見たおとり、相談における要望

の 6 割は「話を聞いてほしい」であり、

9 割以上の相談は緊急性がなく、他団体

との共有の必要もない。対応のうち 7 割

強は「傾聴」によるものとなっている点

も今回の集計結果の特徴といえる。  
 まずは「じっくりと話を聴くこと」に

よる心理的サポートの提供が共生の場

における総合相談の基本であることが

改めて確認されたといえる。  
（４）「継続」による対応ケースの蓄積  
 上で見た通り、相談の 95.5%が継続的

な関わりが必要となっている。状況の変

化のなかで一進一退を繰り返す本人や

家族に付き合い続ける「伴走型支援」に

は「終結」がないことも多い。そのため

既存ケースへの対応が続く中で新規ケ

ースへの対応が積み重なっていくこと

になる。Ｘの相談記録のデータからも、

かなり多くの時間を相談対応に割かれ

ていることが見て取れた。相談体制に限

りがあるなかで、この「ケースの堆積」

にどう向き合うかは「断らない相談」や

「伴走型支援」にとって大きな課題とい

える。  
 
E．結論  

利用者の属性を問わない地域におけ

る「共生の場」での総合相談のポイント

として、①「場の開放」によって相談支

援へのアクセシビリティを高めること、

②家族問題や仕事といった分野横断性

や個別性の高いニーズの受け皿となる

こと、③緊急性や深刻度は比較的低い相

談に対して、傾聴による心理的サポート

を提供することが基本であること等が

確認された。一方でシンプルな「終結」

がない伴走型支援の特性から、「ケース

の堆積」が生じやすく、相談体制の基盤

整備が課題となる。  
 
F．健康被害情報  
該当なし  
G．研究発表  
 １．論文発表  
   なし  
 
 ２．学会発表  
   なし  
 
 
H．知的所有権の出額・登録状況（予定

もふくむ）  
１．特許取得  
２．実用新案登録  
３．その他  
該当なし  
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図１ Ｘの事業構成 
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図２ 相談方法（n=852） 
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図３ 相談内容の分類（n=2500（複数選択）） 
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図４ 対応分類（n=951（複数選択）） 
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